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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2021年11月29日に提出いたしました第10期（自　2020年９月１日　至　2021年８月31日）有価証券報告書の記載事

項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

独立監査人の監査報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
（訂正前）

 
独立監査人の監査報告書

 
 

 

（中略）

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
有形固定資産と無形固定資産の減損の兆候の識別
（有価証券報告書　注記事項（重要な会計上の見積り））

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、重要な会計上の見積りに関する注記に記載の
通り、2021年8月31日現在、有形固定資産16,527千円
（総資産の0.9％）及び無形固定資産454,301千円（総資
産の25.6％）の合計470,829千円（総資産の26.5％）を
貸借対照表に計上するとともに、重要な会計上の見積り
注記に関連する開示を行なっている。
会社は固定資産を全社的に一つのグループとしてお

り、収益性が低下した場合には、固定資産の帳簿価額を
回収可能価額まで減額、当該減少額を減損損失として計
上することとしている。固定資産の減損の兆候の識別に
あたっては経営環境などの企業外部の要因に関する情報
や資産が使用されている営業活動から生じる損益、
キャッシュ・フローのマイナス、ソフトウェアの使用範
囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変
化など減損の兆候の有無を判定することとしている。
固定資産の減損の兆候の有無の判定において使用され

る営業活動から生じる損益、キャッシュ・フローは将来
事業計画に基づいており、販売戦略を考慮して見積られ
た将来の売上予測の重要な仮定を含んでいる。
会社は、以上の方針に従い、固定資産に減損の兆候は

ないと判断している。
2021年8月期末時点の有形固定資産と無形固定資産の

残高に金額的重要性があること、固定資産の減損の兆候
の有無の判定に用いた将来事業計画に使用された重要な
仮定は見積りの不確実性及び経営者による主観的な判断
を伴うことから、当監査法人は当該事項を監査上の主要
な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、固定資産の減損を検討するにあたり、
主として以下の監査手続を実施した。
 
・期末の固定資産の減損に関連する内部統制の整備状況
及び運用状況を評価した。
 
・財務数値の比較により、資産が使用されている営業活
動から生じる損益またはキャッシュ・フローが継続して
マイナスの状況の有無を確認した。
 
・経営者への質問及び会社の会議体における議事録の閲
覧を通じて会社の経営環境を理解し、固定資産の使用範
囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変
化の兆候を示唆する状況の有無を確認した。
 
・会社の将来事業計画と実績の比較分析により、経営環
境の著しい悪化状況の有無を確認した。
 
・会社の将来事業計画について、将来の売上予測の設定
根拠について経営者へ質問を行うとともに、直近の実績
と比較し、将来事業計画の妥当性を検討した。
 
・将来事業計画に基づき、会社の実施した固定資産の減
損の兆候の識別に与える影響を検討した。

 

（中略）

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

（後略）
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（訂正後）

独立監査人の監査報告書
 

 

 

（中略）

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
有形固定資産と無形固定資産の減損の兆候の識別
（有価証券報告書　注記事項（重要な会計上の見積り））

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、重要な会計上の見積りに関する注記に記載の
通り、2021年8月31日現在、有形固定資産16,527千円
（総資産の0.9％）及び無形固定資産454,301千円（総資
産の25.6％）の合計470,829千円（総資産の26.5％）を
貸借対照表に計上するとともに、重要な会計上の見積り
注記に関連する開示を行なっている。
会社は固定資産を全社的に一つのグループとしてお

り、収益性が低下した場合には、固定資産の帳簿価額を
回収可能価額まで減額、当該減少額を減損損失として計
上することとしている。固定資産の減損の兆候の識別に
あたっては経営環境などの企業外部の要因に関する情報
や資産が使用されている営業活動から生じる損益、
キャッシュ・フローのマイナス、ソフトウェアの使用範
囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変
化など減損の兆候の有無を判定することとしている。
固定資産の減損の兆候の有無の判定において使用され

る営業活動から生じる損益、キャッシュ・フローは将来
事業計画に基づいており、販売戦略を考慮して見積られ
た将来の売上予測の重要な仮定を含んでいる。
会社は、以上の方針に従い、固定資産に減損の兆候は

ないと判断している。
2021年8月期末時点の有形固定資産と無形固定資産の

残高に金額的重要性があること、固定資産の減損の兆候
の有無の判定に用いた将来事業計画に使用された重要な
仮定は見積りの不確実性及び経営者による主観的な判断
を伴うことから、当監査法人は当該事項を監査上の主要
な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、有形固定資産と無形固定資産の減損を
検討するにあたり、主として以下の監査手続を実施し
た。
 
・期末の有形固定資産と無形固定資産の減損に関連する
内部統制の整備状況及び運用状況を評価した。
 
・財務数値の比較により、資産が使用されている営業活
動から生じる損益またはキャッシュ・フローが継続して
マイナスの状況の有無を確認した。
 
・経営者への質問及び会社の会議体における議事録の閲
覧を通じて会社の経営環境を理解し、固定資産の使用範
囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変
化の兆候を示唆する状況の有無を確認した。
 
・会社の将来事業計画と実績の比較分析により、経営環
境の著しい悪化状況の有無を確認した。
 
・会社の将来事業計画について、将来の売上予測につい
て根拠資料との一致を確認し、設定根拠について経営者
へ質問を行うとともに、直近の実績と比較し、将来事業
計画の妥当性を検討した。
 
・将来事業計画に基づき、会社の実施した有形固定資産
と無形固定資産の減損の兆候の識別に与える影響を検討
した。

 

（中略）

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（後略）

 
以上
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